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本稿は，法学に関する教育（法学教育）を，４つの段階，すなわち，小中高における「法教育｣，大学法学部における

｢法学部教育｣，法科大学院等における「法曹教育｣，社会教育における「司法教育」に分けた上で，「司法教育」の現状

を分析するものである．司法制度改革を受けて，裁判員制度をはじめ，国民による司法参加が躯われる中で，そのため

の制度作りや広報活動などがなされている今日，国民に対して法的知識を身に付けるための諸活動を司法教育として括

り，諸機関・団体による個別の活動を整理し，相互の関係を明らかにし，評価していくことが必要となる．その際，地

域研究という視点から，とりわけ沖縄における司法教育の現状を把握することが求められるが，本稿では地域における

諸活動を分析するための前提を整理することを目的とする．裁判所，日本弁護士連合会，日本司法書士会連合会，人権

擁護機関の考えや諸活動をまとめることとする．司法教育という視点から，国家レベルでの諸活動は理念的に評価され

るところもあれば不足するところもあるが，いずれにしても実際に国民に対してどのような影響を与えているかは，各

地域の諸活動の分析を踏まえなければならない．本稿の整理は，沖縄における諸活動の分析を念頭に置いているという

意味で，途中経過報告である．
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すでに審議会の最終意見が提示され，それを受けて，

法科大学院が完成年度を迎えたり，裁判所をはじめ諸

機関・団体が司法制度改革推進計画を実践したりする

段階になっている．全国的にみて，一定の進捗状況が

報告される中で，今後必要となるのは，各地域におけ

る司法制度改革の成果と課題を分析することにあるで

あろう、いずれにしても，2009年までに導入される裁

判員制度を考えても，国民に対する法意識向上のため

の取り組みは必須となり，その取り組みの評価，さら

には成果を検討していくことは当然に求められること

である．その際，まずは－本稿の目的である－諸機

関・団体の大まかな目標・方針・進捗状況を整理した

上で，各地域一とりわけ沖縄一の実践を整理・分析・

評価するという手順で進める．その点を確認しないま

はじめに

稿は，法学教育の－段階として，「司法教育」活動

状を把握し，そのあるべき姿を提示することを目
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本稿は，法学教育の－段階として，１司法教育」活動

の現状を把握し，そのあるべき姿を提示することを目

的としている．地域研究の視点から，もっぱら，司法

教育の担い手として沖縄における機関・組織を考察の

対象としたいが，これについては今後の課題とする．

本稿では，その前提となる司法教育に関する裁判所・

弁護士会・司法書士会，法務省の人権擁護機関が取り

組む人権の実践・立場を整理することを目的とする(1)．

今日，司法制度改革を受けて，国民の司法参加を調

い，それに合った国民の法意識向上の取り組みが求め

られている．もちろん，いまだ改革の内容について，

批判的検討も残きれているだろうが，ここでは，その

点については一旦置く．この司法制度改革については，
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法的知識が十分に備わっていると考えているわけでは

ないが，それは，法に携わる側が，国民に対して，法

的知識などを得る機会を提供していないことに問題が

あると考えている．すなわち，以下でみるように，裁

判員制度を含めて，「国民に対して開かれた司法」を促

進するに際して，国民に対して法的な判断を求めてい

くことになろうが，制度整備に併せて，制度の周知を

超えた法的知識を獲得する場を提供することが求めら

れると考える．この点，法教育という表現は，近時高

まっている小中高における法に関する教育を一般的に

｢法教育」としていることを踏まえているが(3)，これに

ついては，まさに小中高という「教育」現場で行われ

ている限りでは，問題はなかろう(4)．

さて，以上のように司法教育を画定すると，裁判

所・弁護士会・司法書士会あるいは人権擁護機関は，

法律相談や啓発のための冊子等の作成といった広報活

動等を行ってきており，それこそが司法教育に当たり，

わざわざそのような段階を画定する必要がないと指摘

されるかもしれない．しかし，例えば，日本弁護士連

合会が提起する「｢司法ネット構想」についての意見(5)」

をみても，「法律相談の重要性」について，「相談独自

の紛争解決機能」として「紛争をかかえた人が，初期の

段階で弁護士等による適切なアドバイスを受けること

で紛争解決に資すること」と，「予防機能」として「法

的知識を紛争解決方法とに関するアドバイスを事前に

受けることで紛争予防に寄与する役割」を指摘してお

り，後者の予防機能は，紛争などで法律問題を抱えた

者が，当該紛争を解決するためだけの法律知識を得る

だけでなく，法の主体として国民が持つべき知識の伝

授となり，教育効果は少なくない．さらにいえば，弁

護士会の司法ネット構想が安定することで，国民の司

法意識は大きく発展することが期待できる．このよう

な広報活動も含めた活動は，諸機関が個別に行ってい

るのが現状であるが，実のところ，広く司法教育とし

て捉えることができ，また，そうすることで，それぞ

れ活動の役割などが明確になっていくことが期待でき

るのではないだろうか．

までは，地域の活動を，統一的に整理・評価すること

ができないと考えるからである．

ここでいう司法教育とは，広く法学に関わる教育を

｢法学教育」とした上で，それを４段階，すなわち，①

小中高における「法教育｣，②法学部における「法学部

教育｣，③法科大学院等における「法曹教育｣，④国民

的基盤の確立のための「司法教育」に分けることを前

提にしたものである(2)．

「司法教育」という言葉自体は，司法制度改革審議

会最終意見書の中でも見られる．司法教育は，「国民的

基盤の確立のための条件整備」の一つとして挙げられ，

国民の能動的な司法参加とそのために負担を受け入れ

るという意識改革を求めるに当たって，「学校教育を始

めとする様々な場面において，司法の仕組みや働きに

関する国民の学習機会の充実を図ることが望まれる」

としている．意見書では，司法教育を，「社会人に対す

る“教育，'」には限定せずに，本稿でいう法学教育－そ

こから法曹教育と法学教育は除かれることになるだろ

うが￣としている．意見書では，「学校教育を始めとす

る」としているが，「学校教育ではない教育」をどのよ

うに想定しているかについては明らかではない．いず

れにしても，小中高を前提とした学校教育と，社会人

に対する“教育”は，その実践する場を考えるだけで

も異なり，もちろん，法教育を受けた生徒たちが，国

民として社会に出るのであるから，法教育が社会教育

の基礎となり，連続性を有するのは当然であり，そう

であるからこその重要性をもっているのだが，とはい

え，やはり区別することが便宜だろう．もちろん，後

でみるように，弁護士会・司法書士会等が中心となっ

て，法教育に取り組んでいる点を踏まえるならば，法

教育の中心的な主体が小中高の各学校となるのに対し

て，司法教育の主体は，大学における教養講座や市民

講座なども含め，大きく広がりをみせることになるだ

ろう．司法教育という段階を想定し，検討を進めるに

当たって，一応の指摘が必要であろうが，ここでいう

「教育」が単に「法律に関して啓発・啓蒙するための教

育」にとどまってはいけない．確かに，私は，国民に
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いずれにしても，本研究は，沖縄における司法教育

のあり方を探ることが最終的な目標である．本稿は，

そのための前提を整理することを目的としている．こ

の整理によって，司法教育の分析の視座がようやく定

まるといえる．その意味で，いまだ分析の途中ではあ

るが，常に，沖縄という地域における司法教育活動を

念頭に置きながら，論を進めていくことが必要となる．

合に，実は，非法学部における法学教育は，重要な役

割を担うと思われる．いずれにしても，これまで法学

教育が体系的に行われる最初の－あるいは，唯一の－

段階は，この法学部教育であった．しかし，法学教育

が法教育と司法教育に広がりをみせる中で，法学部教

育のあり方について今後も検討していくことは，法学

部にとってはもちろん，他の教育段階においても必要

である．

第三に，現在では，法科大学院がその中心的役割を

担うことになる（であろう）「法曹教育」が挙げられな

ければならない．これまでの司法修習における法曹教

育が，法科大学院の導入によって大きく様変わりし

(ようとし）ている．現行司法試験（旧司法試験）を特

例として残し，新司法試験が実施され，また，法科大

学院が置かれる中で，法曹教育がどのようになされる

のかについて論じるのは，私の能力をはるかに超えて

いることであるし，本稿の関心からははずれるが，法

学部教育と同じく，各段階との関係という視点におい

て，求められるべき姿というのは意見することはでき

るようにも思われる．

最後に，「司法教育」については，他の段階とは異な

り，一定の教育機関が担う教育ではなく，緩やかな意

味での社会に向けた法に関する教育ということになる．

例えば，裁判所や弁護士会などの法曹を中心に主催す

る市民向けのプロジェクトなどもこれに含まれよう．

沖縄の例を挙げるならば，那覇地裁主催で，裁判員制

度に向けて模擬裁判などが開催されている(8)．司法制

度改革審議会が，「国民的基盤の確立」のために市民の

司法参加と司法教育の充実を謡っていることとも連動

する．そもそも裁判員制度を導入することそのものも，

市民に法的な判断を身につけることを含んでいるとも

いえ，その意味では，今後，この広く市民に対して向

けられた教育が担うべき責任は重い．

以下でもみるが，法教育について，諸機関・団体と

も関心を強く持ち，実践例も徐々に積み重ねられてき

ている．私見からすれば，法教育の必要性は今後とも

強調されるべきであり，諸機関・団体の実践について

２．法学教育における司法教育の位置づけ

まず，先に掲げた法学教育に関する段階について，

一応の整理が必要である．

第一に，「法教育」については，「全国法教育ネット

ワーク」や法務省の「法教育研究会」など，小中高の

学校教育の場に，法学教育を取り入れる活動である．

これまでも主に高等学校の段階で，消費者保護などを

中心に，法的問題について授業で扱われてきたり，法

律講座が単発で開催されてきたようである．これに対

して，近時の法教育に関する研究・活動は，今までの

方法・内容を超えて，「裁判を中核とする司法制度の仕

組みの教育に限定されることなく，法制度やその基礎

にある価値及び原理に関する知識や能力など，より広

い視点から法に関する教育を捉えてい」くことを目指

している(6)．例えば，法教育研究会(2005）をみると，

｢私的自治の原則｣，「契約とは何だろう」あるいは「み

んなで決めるべきこと，みんなで決めてはならないこ

と」などにまで及んでいる(7)．場合によっては，手法

や教材等についてはもちろん異なるとはいえ，法学部

の初年度教育において必要とぎれてきた内容まで含ん

でいるといえるだろう．

第二に，大学法学部における法学教育を「法学部教

育」と位置づける．これは主に法律学を専門（科目）

とする学部における教育を指す．広くみれば，「一般教

養｣，「共通科目」における「法学」なども含めること

はできるだろうし，それが法学部ではない学部におい

てどのように進められているのかを知るのは，一法学

教員としては興味深い．法教育を小中高あるいは－本

稿の関心のように－広く国民に広めていこうとする場
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うな計画・方針の下になきれているのかを整理してお

くことは必要であると考えるので，少し長くなるが引

用・整理する．

も評価されるべきであると考えるが，法教育ばかりに

目が向けられているのは十分ではない．すなわち，法

教育は，司法教育との間で適切な連携が必要である．

法教育から司法教育まで，相互の関連'性・役割を整理

していくことで，－－大学教員としての関心からいっ

て－法学部教育や法曹教育のあるべき姿が明確になっ

ていくと思われる．

きて，この区別は，教育を行う主体によるものでは

ない．小中高における法教育で中心となるのは，それ

ぞれの学校ということになろうが，裁判所・弁護士

会・司法書士会なども積極的に教育現場に足を運んで

いるし，法学部教育で中心となる大学教員が，市民な

どに向けてする「市民講座｣，「出前講座」などで法教

育の一端を担うことも少なくないだろう．

他方で，今後の考察の方法としては，主体別に考察

していく．というのも，各機関や団体が，個別に活動

しているのが現状であり，それを「司法教育」として

横断的に束ねることについては，今後の考察をもって

結論づけなければならないからである．また，司法教

育という視点からいえば，裁判所や弁護士会に限られ

ず，ＮＧＯなども含めたその他の機関・団体の活動も紹

介していくことが求められるだろうが，これについて

は機会を改めて整理していきたい．

《司法制度改革推進計画要綱(9)》

2．司法制度を支える人的体制の充実強化

（１）法曹人口の拡大

（５）裁判官制度の改革

エ裁判所運営への国民参加

裁判所運営を，広く国民の意見等を反映することが可

能となるような仕組みを整備するために，家庭裁判所委

員会制度の充実を図るとともに，地方裁判所においても

同様の仕組みを導入する．

オ最高裁判所裁判官の選任等の在り方について

最高裁判所裁判官の国民審査制度に関し，最高裁判所

裁判官に係る情報開示の充実を図るための措置について

検討を行う．

３．司法制度の国民的基盤の確立

（１）刑事訴訟手続への新たな参加制度の導入

刑事訴訟手続において，国民が裁判官とともに責任を

分担しつつ協働し，裁判内容の決定に主体的，実質的に

関与することができる制度を導入するとともに，その他

の分野における参加制度を拡充するため，最高裁判所規

則の整備等の所要の措置を講ずる．（平成16年通常国会

に政府による法案提出の予定）

（２）その他の分野における参加制度の拡充

（３）国民的基盤の確立のための条件整備

司法を国民の視点に立った分かりやすいものとするた

めの基本法制の改正を踏まえ，判決書を分かりやすいも

のにするなどの工夫について引き続き検討を行う．

学校教育等における司法に関する学習機会を充実させ

るための方策について,政府が措置を講ずることに伴い，

所要の措置を譜ずる．

３．諸機関・団体による司法教育あるいは司法教育的

諸活動

（１）裁判所

最高裁判所は，「司法制度改革推進計画要綱～着実な

改革推進のためのプログラム～」を2002年３月に公表

した．これ自体は，「司法制度改革の計画的な推進を図

るもの」であり，法学教育に特化したものではないが，

広く捉えれば司法教育に関連する多くの計画が含まれ

る．さらに，この要綱を踏まえて，裁判所は年度ごと

に「進捗状況」を公表している．その中でも，とりわ

け，司法教育に関連するものに限定して，要綱と進捗

状況を整理する．地方の裁判所における司法教育のあ

り方を分析するにあたって，どのような活動がどのよ

《要綱の進捗状況（平成15年４月)(１０１》

1．国民の期待に応える司法制度の構築

（１）民事司法制度の改革

【裁判所へのアクセスの拡充】

平成14年３月，…最高裁および各地裁判所のホームペ

ージを新設．内容を充実．

【裁判所運営への国民参加】
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平成15年３月，…各庁に地方裁判所委員会及び家庭裁

判所委員会を置くことを内容とする最高裁判所規則…を

制定．

３．司法制度の国民的基盤の確立

【国民的基盤の確立のための条件整備Ｉ

平成13年４月から，運用により，情報公開法と同様の

基準による情報公開を実施．

平成'5年３月から，最高裁判所ホームページにおいて，

高等裁判所判例集に登載されている判決等の提供を新た

に開始．その他，最高裁判所及び各地の裁判所のホーム

ページにおいて，関係者のプライバシー等に配慮しつつ，

各種判例情報を提供．

この要綱と進捗状況の報告は，立法も含めた制度的

な整備に関心が向けられており，より具体的・実践的

な活動は，各地域の裁判所のそれに委ねられているよ

うにも思われる．この点については，今後の調査・分

析によらなければならず，本研究の関心自体はそこに

向けられているが，ここではその内容について少しだ

け言及する．

ここでは，計画要綱の「２．司法制度を支える人的

体制」についても，司法教育とは直接的には繋がらな

いが挙げたこの節の（１）の法曹人口の拡大は，司法

教育の担い手を増強する前提となるともいえる．また，

同節の（５）オでは，最高裁判所裁判官に係る情報開示

に言及している．これらは，単に，「司法制度を支える

人的体制」にとどまらず，広く国民が司法に対して積

極的に関わる地盤を整備していると評価できる．これ

が整えば，結果，国民が司法に対して一定程度の知識

や関心を持つことが当然に求められる．もちろん，そ

の情報を得て，国民審査において，どのように判断す

るかは国民に委ねられるが，法的知識がない，あるい

は，少ない国民にとって，情報を開示するだけでは判

断材料としての価値が乏しいであろうから，判断をす

る資質を与える必要性に気付く．単純に考えて，裁判

官が，ある事件についてどのような判決を下したかを，

法的な素養なく評価するのは困難ではなかろうか．

同節の「裁判所運営への国民参加」についても同様

のことが指摘できる．ここでは，家庭裁判所委員会制

度の充実と地方裁判所委員会制度の導入が躯われてい

る．実際に，2003年の進捗状況をみると，同委員会を

設置する最高裁判所規則を制定している．これを受け

て，2003年８月に，地方・家庭裁判所委員会がそれぞ

れ全国の地方・家庭裁判所に設置された．家庭裁判所

委員会そのものは，以前より設置されていたが，司法

制度改革を受けて，その充実を図ることを目指してい

る．家庭裁判所委員会規則は，４条で，委員の構成を，

裁判官，検察官，弁護士，学識経験者としており，国民

が直接委員を構成するわけではないが，その検討内容

は，国民の声を反映したものとしている（地方裁判所

《要綱の進捗状況（平成16年11月)('u》

1．国民の期待に応える司法制度の構築

（１）民事司法制度の改革

【裁判所へのアクセスの拡充】

平成15年１０月，「司法制度改革のための裁判所法等の一

部を改正する法律」に関し，最高裁判所規則を制定．

平成14年３月，裁判所ホームページについて，一部新

設し，内容を充実．

平成16年７月，「最高裁判所のホームベージ」に「裁判

員制度」コーナーを新設．

既に実施している裁判所の夜間サービスについて，パ

ンフレットの配布，地方自治体への広報依頼など，国民

への周知方法の見直しを実施．

2．司法制度を支える人的体制の充実強化

【裁判所運営への国民参加】

平成15年３月，各庁に地方裁判所委員会及び家庭裁判

所委員会を置くことを内容とする最高裁判所規則を制定．

3．司法制度の国民的基盤の確立

（１）刑事訴訟手続への新たな参加制度の導入

「裁判員の参加する刑事裁判に関する法律」の成立に

伴い，裁判員制度に関する広報活動の在り方について各

界の学識経験者からの意見等を聴くため，最高裁判所事

務総局に「裁判員制度広報に関する懇談会」を設置．

（２）国民的基盤の確立のための条件整備

平成13年４月から，運用により，情報公開法と同様の

基準による情報公開を実施．

「最高裁判所のホームベージ」において，各種判例情

報等を開始．
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委員会規則も同じである)．これら委員会がどのように

国民の声を反映きせていくことになるかは今後の運用

によるであろうが，その中で，司法が国民に対してな

すべきことがみえてくるように思われる．その場合も，

｢利用しやすい裁判所」にするための意見交換にとどま

らず，司法教育の実践を探っていくことが望ましい．

地方での詳しい検討は本稿の対象ではないので後に

譲るが，那覇地方裁判所委員会，那覇家庭裁判所委員

会は，それぞれ毎年２回程度のペースで議事を開いて

おり，裁判員制度のあり方から，沖縄の地域特有の問

題（例えば，沖縄の少年事件や深夜俳個など）も取り

上げている．

３．（１）の刑事訴訟手続への新たな参加制度に関する

計画と実践をみると，「裁判員の参加する刑事裁判に関

する法律」に伴って，運用上当然に求められる規則制

定から，広報活動を中心に行っている．また，裁判員

制度のブックレットを全国の裁判所で無料配布したり，

裁判所と全国地方新聞社連合会等主催の「裁判員制度

全国フォーラム」を全国各地で開いたりしてきた裁

判所が，国民に対して裁判員制度を周知させることが

なによりも急務であると考えていることは容易に想定

できる．

この要綱の下で，国民の意識について裁判所のした

調査をみておきたい．この中で，司法教育に関する興味

深い分析がなされているため，要綱・進捗状況からは

離れるが，ここでみておくこととする．この調査は，最

高裁判所が，2006年の１月～２月に，全国に居住する

20歳以上の8,300人を対象に調査を行ったものである('2)．

この調査研究結果をみても，導入される裁判員制度に，

抵抗を感じている国民が少なくない('3)．同調査の分析

によると，「参加意欲の高い者ほど，日程調整が最も大

きな障害となっているほか，その他の障害事由の割合

がおおむね低いのに対し，参加意欲の低い者ほど，心

理的不安の比重が増すとともに，健康不安や移動によ

る障害の割合が増加する｣．この場合に，「心理的不安

の一部にある社会的な価値観や潜在意識，または自分

や家族の健康不安など容易にコントロールできない障

害事由は，参加意欲を低

整，金銭上の負担，移動，

参加意欲を低くする要因となるが，日程調

,．坤のイ、UＨ

分かａ．すなわち，心理的不安は，参加意欲を損なう

絶対的な要因としては必ずしも強く作用するものでは

なく，参加意欲の程度に影響を与えるにとどまる障害

といえる(脚)」（下線部筆者）と分析している．この分析

をそのまま受け止めるならば，知識・理解の不足より

も，他の阻害要因の除去が求められ，実際，分析も，

日程調整という大きな阻害要因をいかに取り除くこと

のできる環境を整備できるかを検討している．

現実に裁判員と協働していくことになる裁判所が，

国民が少しでも抵抗なく裁判員制度に関わる基盤を整

え，国民の意識を高めたいのは当然であろう．この点，

裁判員制度の広報活動によって裁判員制度についての

認知は高まるであろう．また，現実に導入・運用され

る中で，裁判員への参加は余儀なくきれるであろうし，

国民には馴染まざるを得ない．しかし，長期的にみれ

ば，単に周知徹底にこだわることなく，広く法的な知

識を身に付けるための“教育現場”を整備をしていく

こともまた同じように－あるいは，それ以上に－重要

ではないだろうか．また，確かに，日程調整，金銭上

の負担，移動については「コントロールが可能である

もの」と考えることはできるだろうが，知識・理解の

不足というのがコントロールできるだろうか．確かに，

裁判員制度の手順・流れという意味での「知識・理解」

は，広報活動でフォローできるだろうし，また，実際

に担当してはじめて理解できることでもある．しかし，

現実の判断その他については，裁判官との合議体であ

るとしても，抵抗を感じることはむしろ当然であり，

その辺りに国民が不安を抱いていると考えることはで

きないか．アンケート内容をみる限りでは，「心理的に

不安である（人を裁きたくない，有罪・無罪の判断が

難しそう，など)」という選択肢になっており，詳しく

知ることはできない．他方で，アンケートに付きれた

｢裁判員制度とは？」というアンケート説明資料には，
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｢裁判員の仕事に必要な『法律に関する知識」や『刑事

裁判の手順」については，裁判官によって丁寧に説明

されていることになっています．裁判官と裁判員とが

十分に話し合いながら評議（話し合い）を進めるので，

裁判員となるみなさんが法律に関する専門的な知識を

持っていることは必要がありません.」として，裁判員

は法律のことを知らなくても大丈夫であることを強調

している．もちろん，専門家のような知識は不要であ

ろうし，本稿でいう司法教育においてもそこまでの知

識を前提とはしていない．とはいえ，この点を軽視す

ることはできないと考える．

その他の整備としては，ホームページの内容充実や，

判例情報の公開など，「開かれた司法」という「イメー

ジ」を打ち出すものとなっている．国民に法的知識が

定着することを望ましいと考えるが，そうなれば，こ

れらの情報も活きてこよう．反対に，そうでなければ，

判例情報を公開する－広く国民に対するイメージ以外

の－意味が損なわれるともいえないだろうか．

以上をみると，最高裁判所の示す国民の司法参加は，

制度整備にとどまっている．現実に裁判員制度が導入

される今日において，これらの制度整備が重要な役割

を担っていることは改めて指摘するまでもないが，と

はいえ，他方で，情報公開や地方・家庭裁判所委員会，

ホームページの利用などは，開かれた司法のごく一部

を示すに過ぎず，まだ発展の途上であるといわざるを

えないし，長期的な視野で司法教育を行っていくこと

も含めていくことが望まれる．

の後も，国民の司法参加を躯い，様々な提案・活動を

行ってきた．裁判員制度導入にあたっての取り組みも

その－つであるが，弁護士会が出した2003年１２月の

｢『司法ネット構想」についての意見」において，「いつ

でも，どこでも，だれでも良質な法的サービスを受け

られる社会」を目指した制度設計の提示は重要な視点

を含んでいる．この司法ネット構想は，日本司法支援

センター（愛称：法テラス）（以下，法テラス）の整備

が一定の到達点となる．

法テラスは，総合法律支援法に基づいて，2006年４

月から設立された最高裁判所が設立・運営に関与する

法人である（実際の業務活動としては，2006年10月か

らということになる)．同法は，「裁判その他の法によ

る紛争の解決のための制度の利用をより容易にすると

ともに弁護士その他の他人の法律事務を取り扱うこと

を業とする者のサービスをより身近に受けられるよう

にするための総合的な支援…の実施及び体制の整備に

関し，基本となる事項を定めるとともに，その中核と

なる日本司法支援センターの組織及び運営について定

め，もってより自由かつ公正な社会の形成に資するこ

とを目的と」（１条）した法律である（2004年６月施行)．

法テラスそのものは，「国民に身近で頼りがいのある司

法を実現するために各種業務を行う法人であることに

かんがみ，真に国民に親しまれ頼りにされる存在とな

るよう，その業務運営においては，非公務員型法人で

あることの利点を活かした様々な創意工夫により，懇

切・丁寧かつ迅速・適切な対応その他高齢者及び障害

者に対する特別の配慮を含め，利用者の立場に立った

業務遂行に常に心がける姿勢を基本と」している(１s)．

法テラスの業務内容は，法律情報の提供，民事法律

扶助，司法過疎対策など，国民の生活に密着したもの

で，関係機関として，国・地方公共団体から，弁護士

会，司法書士会等の隣接法律専門職者団体，消費者団

体，経済団体，労働団体，ＡＤＲ機関，犯罪被害者支援

団体等をネットワーク化して実践していくことになる．

紛争解決に必要なサービス（相談先や依頼する弁護

人を依頼する個別的な対応を指す）だけでなく，情報

（２）弁護士会

弁護士会は，各地方によって〆独自の活動を展開し

ており，それをみていくことが最終的な目標となるが，

本稿では，主に日本弁護士連合会（以下，日弁連）の活

動をみていくことにする．日弁連は，早い段階から，

司法改革について提言を行ってきた1990年の定期総

会において，「司法改革に関する宣言」を採択している．

その際に，すでに「国民の司法参加の観点から陪審や

参審制度の導入を検討」することを宣言していた．そ
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の提供は司法教育の観点から重要である．その実践に

ついては，改めてみていかなければならない．法テラ

スは，先に述べた「司法ネット構想」の実現というこ

とになるが，先にも触れたように，司法ネット構想に

関して，弁護士会が，法律相談の重要性として，相談

独自の「紛争解決機能」と「予防機能」を掲げている

のは注目しなければならない．法律相談の必要性を十

分に評価しているからこそ，司法過疎対策も早急に求

められるであろうし，「法律相談センター」や「『ひま

わり基金』公設事務所」が実践されてきてもいる．い

ずれにしても，これらの実践が，単に，弁護士が利用

しやすくなるというだけでなく，その「教育」的側面

は再評価される必要がある．すなわち，法律相談は，

単に自らに生じた法的紛争を解決するための，個別的

な対応を超えた機能を有している．もちろん，法律相

談にアクセスするのは，紛争をかかえた人であるのが

通常であり，広く国民の司法参加という視点からは不

十分であり，まさにこの点が司法教育という視点の必

要性につながるのである．法教育も法学部教育も，ま

して法曹教育など受けていない数多くの国民が，法的

知識を得る機会が，法的紛争にぶつかってからでは，

法の紛争予防機能という観点からは遅い．

法テラスについて，－つだけ触れておきたいのは，

ネットワーク化される団体についてである．法テラスが

念頭に置く機関・団体として，主に法的紛争解決機関に

限定されている．総合法律支援法，法テラスの考えが

｢法的サービス」を受けるための業務提携を基本に考え

るならば，このことは当然である．しかし，司法教育

という観点からみれば，教育機関たる大学もネットワ

ークに組み込まれるような位置づけが望まれる(１６)．こ

れは，法曹養成のための法科大学院に限定されず，学

部レベルで果たせる役割は探られるべきではないだろ

うか('７１．

法テラスについては日弁連のみの活動とはいえない

が，司法教育の視点を取り込む枠組みを有していると

いえ，中でも日弁連が中心となって活動しているのは

高く評価できる．

その他に，裁判員制度についてみれば，日弁連は独

自に活動を行ってきた．市民の司法参加については，

1990年から主張しているのは先にも触れたが，その後，

日弁連の定期総会やシンポジウム等で繰り返し検討し，

裁判員制度実施本部を設置し，「裁判員裁判部会」や

｢制度改革部会｣，「広報企画プロジェクトチーム」など

を設置して積極的な活動を行っている．なかでも，「法

廷用語の日常語化に関するプロジェクトチーム」や

｢市民運動プロジェクトチーム」などは，国民に裁判員

制度を浸透させる以上の意味を持っているといえる('8１．

このように司法ネットを広めていこうとする日弁連

の方針は，司法教育の観点からも評価できる．今後求

められるのは，各地方の弁護士会や弁護士がどのよう

にそのネットワークに携わっており，国民の法生活に

どのような影響を与えているかについての評価である．

法テラスが現実にどのように機能していくかは時間を

かけざるをえないのも指摘しておかなければならない．

（３）司法書士会

司法書士会は，若年層を中心とした消費者トラブル

の増加に伴い，１０年ほど前から法教育に取り組み始め

た．これは，「社会生活に必要な基礎的法律知識や法的

考え方の習得」を目標としており，もっぱら「法教育」

を中心としている．もちろん，「消費者問題にとどまら

ず，『法律と国民を結びつける接点としての役割」を持

たせ」てきた．司法制度改革の議論においても，国民

に最も身近な法律家として，市民と司法の架け橋にな

る役割を期待されているのが，司法書士であり，その

ことを十分に理解していたからこそ，早い段階で法教

育を実践してきたと評価できる．

日本司法書士会連合会は，広く市民に向けた活動と

して，「日司連市民公開シンポジウム」を開催してきた

これまでＡＤＲなどの制度的な問題をテーマとしている

こともあるが，消費者問題や法教育に関するものも多

い．第６回・第７回シンポジウムでは，「消費者と契約」

をテーマとしているが，とりわけ，第７回においては，

副題として「消費者に必要な情報とは？」としており，
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消費者教育を強調している．これは狭義の法教育とは

異なり，対象を広く捉えている．また，これまでの消

費者教育の実践を踏まえて，第10.11回シンポジウム

では「『生きる力』となる法教育」をテーマとしている．

狭義の法教育を意識したものであることはいうまでも

ないが，とりわけ第１１回では副題を「法律専門家と教

育者の協働，そして家庭・地域との連携をめざして」

としている．シンポジウムの大きな流れは，表題通り，

狭義の法教育に向けられてはいるが，国民として法を

身近に感じ，考えるための基盤作りに関わる意識が読

んで取れる．司法書士会が考える法教育は，このよう

に広がりを持たせたいと考えているように思われる．

別の視点から，同じく第１２回シンポジウムでは，テ

ーマを「気軽に相談できるって，ホント!?～法テラス

と司法書士の役割～」としている．法テラスについて

は，弁護士のところでも触れたのでここではおくが，

法テラスにおいて司法書士が果たすぺき役割は少なく

ない．さらに，司法書士会独自に，「司法書士総合相談

センター」を2005年度より全国に随時創設している．

これは法テラスと連携・協力関係にあり，法的紛争に

関する助言などを行っている．

さて，日本司法書士会連合会は，法教育研究会の動

きを受けて，「『法教育研究会・論点整理』に対する意

見」を出して，法教育について意見を提示している(''１．

この意見は，あくまでも，法教育に関するものであり，

その内容は司法教育という視点からみるならば限界が

あるのは当然であるが，先のシンポジウムやこれまで

の活動をみれば，広がりを持ったものである．

司法書士会としては，「消費者トラブルを防ぐための

『知識』」のみならず，「契約締結の際の「自らの権利．

意見を主張する力』『判断をする力｣，必要がなければ

｢断る力」マルチ商法が理解できればネットワークビ

ジネスもおかしいと気付く『応用力｣，というような

『能力．資質』の養成についての効果」にも目を向けて

いる．これらの資質を，小中高の段階から身に付けさ

せることの重要,性は指摘するまでもないが，広く国民

一般に必要な資質である．さらには，「立法活動に主権

者として積極的に関与することの重要性を体験させる」

というのは，主権者としての国民に広く向けられたも

のである．

消費者問題・消費者教育との関連で，本稿での考察

からは少しずれるが，消費者問題について，沖縄県の

状況をみて，対象年代について，法教育のみならず，

司法教育を拡充しておく必要があることを指摘してお

きたい．

沖縄県県民生活センターが出す「消費生活相談件数」

によると(20)，「契約当事者年齢別の主な苦情相談」数は，

30歳代（2,290件)，２０歳代（1,898件)，４０歳代（1,857件)，

50歳代（1,439件)，６０歳代（1,208件)，７０歳代（706件）

という順で多く，10歳代は，総計で575件となっている．

他方で,商品･役務の区別として，「電話情報サービス｣，

｢サラ金･フリーローン｣，「商品一般｣，「賃貸アパート・

マンション｣，「自動車」に分かれており，「電話情報サ

ービス」では10歳代は376件となり，２０歳代，３０歳代

に継ぐ件数が上がっている．このようにみると，消費

者トラブル全体の件数でみれば，下位を占める年代で

あったとしても，トラブルに巻き込まれる割合は，１０

歳代でも重大な数値を示しているのは重要である．こ

のような現状を踏まえて司法書士会が高校生を主な対

象として，消費者教育を行うことは重要であることは

改めて強調されなければならない．他方で，全体的に

みれば，実際に社会に出た国民が，広く必要とする教

育ということもできるであろう．

（４）人権擁護機関

人権擁護機関によってなされる司法教育は，とりわ

け「人権教育｣，「人権啓発」に限定されることになる．

法務省・文部科学省が発行する『人権教育・啓発白書』

によると，人権教育を「学校教育」と「社会教育」に

分けている．後者の社会教育とは，「生涯にわたる学習

活動を通じて，人権尊重の精神を基本においた様々な

事業が展開きれている」(２１)．具体的には，家庭教育のた

めの家庭教育手帳等を発行したり，公民館等の社会教

育施設における学級・講座の開設をしたりしているよ
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し，「沖縄県人権啓発ネットワーク協議会」を設置して

いるようであるが，各地域の人権擁護機関の取り組み

を評価していく必要がある．

うである．

人権擁護事務としての機関は，法務省人権擁護局と，

その下部機関である法務局・地方法務局の人権擁護部

門，人権擁護委員がある．法務局･地方法務局は，支局

も合わせると300か所あり，人権擁護委員は14,000人を

超えている．

啓発活動としては，年度ごとに「啓発活動重点目標」

を掲げ，また，人権週間を設けている．また，人権擁護

委員の日を設定したり，全国中学生人権作文コンテス

トを開催したり，様々な運動やフェスティバル・資料

展などを実施している．啓発冊子も，Webサイトはも

ちろん，１０万部の「人権擁護｣，５万5,200部の啓発パン

フレット「外国人の人権を尊重しよう」など，かなり

大きな数の冊子体を発行している．

その他にも，人権相談所や女`性の人権ホットライン，

婦人相談所，子どもの人権110番など，実践的な業務を

行っている．

人権擁護機関による啓発活動は，それが「人権擁護」

という分野に限られていることもあるが，本稿で示し

た司法教育に沿った活動であるといえなくはない．法

的な紛争など目に見える形で現れにくい人権問題につ

いて，継続的に取り組んでいくのは，裁判所などには

難しいであろう．しかし，人権問題という広いテーマ

を一括して取りまとめるのは困難であろう．例えば，

「白書」を眺めると，「女'性の人権問題」については，

「女性に対する偏見・差別意識」から，「雇用における

男女の均等な機会と待遇｣，「女`性に対する暴力」まで，

「子ども」については，「いじめ・暴力行為・不登校」

から，「児童虐待｣，「少年犯罪」まで，さらに，「高齢

者｣，「障害者｣，「同和問題｣，「アイヌの人々｣，「外国

人｣，「ＨＩＶ感染者・ハンセン病患者等｣，「犯罪被害者

等」まで含んでいる(２２)．むしろ，他の諸機関等とうま

く連携していくことが望まれる．司法ネット構想と似

た，人権問題に対する総合的な取り組みがあって，は

じめて目的を達成することができるように思われる．

このような視点から，例えば，沖縄県においては，地

方法務局内にある人権啓発活動に関わる諸機関が連携

４．小括

本稿でまとめたものは，あくまでも地方における諸

機関・団体の調査・分析の前提となるものである．し

かし，それが，単に，前提となるだけでなく，全国レ

ベルにおいて，国民の司法参加について，何を求めて

いるか，そして，それをどのように実践しているかを

概観することができた．そして，司法教育という観点

から，更に必要とぎれることを把握することができた．

法テラスをみても，また，裁判員制度に関わる活動

をみても，どの機関・団体も，それぞれの役割を認識

した上で，連携・協働関係を築いていくことについて

意識しているであろう．しかし，その方法については，

これからの課題とされているのが現状だと思われる．

そのことは，国民の司法参加を，単発の制度導入では

なく，大掛かりな制度改革によって求めている今日に

おいてはやむをえないことかもしれない．しかし，制

度整備，イメージ作りのための広報活動で満足するこ

となく，現実に参加することになる国民に対して，必

要な素養を獲得する場を提供することは，今の段階だ

からこそ必要であるといわなければならない．

日々，現場で，国民とやりとりをしている地域の諸

機関・団体が，どのような活動をしているのかを分析

することは，本稿で整理した全国レベルでの諸活動を

評価するに当たっても重要な作業であることを確認す

ることができた．

注

(1)後にも触れることにはなるが，司法教育という括りは，裁判

所・弁護士会・司法書士会に限られず，例えば，大学におけ

る地域住民に向けた教養講座などもそれに含まれ，それらの

活動が重要であることはいうまでもない．本稿での限定は，

沖縄における司法教育を分析するにあたって，全国的な動き

を整理し，それに対応した－あるいは，地域に応じては独自

に－地域の活動の考察の視座をえるためのものである．
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(2)例えば，沖縄大学地域研究所の活動として継続的に法教育に

関する研究は行ってきたが，その成果である新城将孝・三谷

晋・小森雅子・武市周作編，2005,『法学一沖縄法律事'情」

琉球新報社は②の「法学教育」について，三谷晋，2005,

「米国における法教育一Law-relatededucation(LRE)－」『地域

研究」２：107-120は③について検討したものといえる．

(3)最近のものとしては，「特集法教育」『月報司法書士ｊ４１３

（2006）：2-32,「特集法教育と実務家の接点」『市民と法』

３８（2006）：24-68が挙げられる．その他には，土井（2006）

の文献リストに詳しい．

(4)ただし，この点，土井（2006：５）が，単に「個々の法律知識

を断片的に習得させることではな」<，「法あるいは法秩序

の意義について的確に理解させること」を目標としなければ

ならないと指摘しているのは重要である．

(5)日本弁護士連合会（2003：２）が，法律相談の重要性として挙

げている．

(6)土井（2006：３）が，法教育研究会（2005）の報告書について

コンパクトにまとめている．

(7)法教育研究会（2005）目次参照．さらに，アメリカの法教育

の例として，小学校の教材を訳したCenterfOrCivicEducation

（2004）は，「権威｣，「プライバシー｣，「責任｣，「正義」の章

に分かれている．

(8)例えば，那覇地裁，那覇地検，沖縄弁護士会が主催で，２００５

年11月21日から２日間に渡って，裁判員制度を意識して，模

擬裁判を実施している．

(9)http:"www・courtsgojp/about/kaikaku/kaikaku-gaiyouhtml

(１０)http:"wwwcourts・gojp/about/kaikaku/kaikaku-suisinhtml

(11）htlp:"www,courts,gojp/about/kaikaku/kaikaku-suisin-2html

(12)最高裁判所（2006：23-25)．

(13)朝日新聞2006年４月28日朝刊３面総合「裁判員『３日なら』

４割，『１日も無理』３割参加意識,最高裁が初調査」も参照．

(14)最高裁判所（2006：２６）

(15)日本司法支援センター（2006)．

(16)土井（2006）は，題名通り，法テラスと法教育の連携を指摘

するものであるが，この観点からすれば，法学部教育の主体

たる大学のみならず，法教育の中心的主体である小中高もそ

こに含まれていくことが望まれるともいえる．

(17)大学が，司法教育において，大きな役割を果たすべきである

ことはむしろ当然であろうが，再度確認される必要がある．

大学もこれまで，教養講座や出前講座，市民講座などを通じ

て，実践されてきたことであろうが，単発の講演会で終わら

ないようにすることが重要に思われる．

(18）「法廷用語の日常語化に関するプロジェクトチーム」の取り

組みは，教育的観点からも大変興味深い．法廷用語に限って

いるのは，裁判員制度に合わせたプロジェクトだからである

が，法律用語を日常語のように扱うのは司法教育の観点から

も評価できるのではないか．とりわけ，同プロジェクトチー

ム（2005)．

(19)日本司法書士会連合会（2004)，土井（2006）を参照．

(20)沖縄県文化環境部県民生活センター（2006)．

(21)法務省・文部科学省（2004：４)．

(22)法務省・文部科学省（2004）目次．
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